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報 告 第 ４ 号

広 陵 町 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 の 専 決 処 分

の 報 告 に つ い て

地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ７ ９ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 し た の で 、 同 条 第 ３ 項

の 規 定 に よ り 報 告 し 、 そ の 承 認 を 求 め る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 報 告

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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専 決 処 分 書

広 陵 町 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２

２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ７ ９ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 別 紙 の

と お り 専 決 処 分 す る 。

令 和 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 専 決

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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広陵町税条例の一部を改正する条例

広陵町税条例（昭和３０年４月広陵町条例第１０号）の一部を次

のように改正する。

第４８条第９項中「第３２１条の８第６０項」を「第３２１条の

８第６２項」に、「同条第６０項」を「同条第６２項」に改め、同

条第１５項中「第３２１条の８第６９項」を「第３２１条の８第７

１項」に改める。

附則第１０条の２第２項中「、４分の３」を「５分の４」に改め、

同条第３項中「附則第１５条第１６項」を「附則第１５条第１５項」

に改め、同条第４項中「附則第１５条第２７項第１号イ」を「附則

第１５条第２６項第１号イ」に改め、同条第５項中「附則第１５条

第２７項第１号ロ」を「附則第１５条第２６項第１号ロ」に改め、

同条第６項中「附則第１５条第２７項第１号ハ」を「附則第１５条

第２６項第１号ハ」に改め、同条第７項中「附則第１５条第２７項

第１号ニ」を「附則第１５条第２６項第１号ニ」に改め、同条第８

項中「附則第１５条第２７項第２号イ」を「附則第１５条第２６項

第２号イ」に改め、同条第９項中「附則第１５条第２７項第２号ロ」

を「附則第１５条第２６項第２号ロ」に改め、同条第１０項中「附

則第１５条第２７項第２号ハ」を「附則第１５条第２６項第２号ハ」

に改め、同条第１１項中「附則第１５条第２７項第３号イ」を「附

則第１５条第２６項第３号イ」に改め、同条第１２項中「附則第１

５条第２７項第３号ロ」を「附則第１５条第２６項第３号ロ」に改

め、同条第１３項中「附則第１５条第２７項第３号ハ」を「附則第

１５条第２６項第３号ハ」に改め、同条第１４項中「附則第１５条

第３０項」を「附則第１５条第２９項」に改め、同条第１５項中「附

則第１５条第３４項」を「附則第１５条第３３項」に改め、同条第

１６項中「附則第１５条第３５項」を「附則第１５条第３４項」に
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改め、同条第１７項中「附則第１５条第４２項」を「附則第１５条

第３９項」に改め、同条第１８項中「附則第１５条第４６項」を「附

則第１５条第４３項」に改め、同条中第２０項を第２１項とし、第

１９項を第２０項とし、第１８項の次に次の１項を加える。

１９ 法附則第１５条第４４項に規定する条例で定める割合は４分

の３とする。

附則第１０条の３第９項中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防

止改修等住宅」に、「熱損失防止改修専有部分」を「熱損失防止改

修等専有部分」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工

事等」に改め、同条第１１項中「特定熱損失防止改修住宅又は」を

「特定熱損失防止改修等住宅又は」に、「特定熱損失防止改修住宅

専有部分」を「特定熱損失防止改修等住宅専有部分」に、「熱損失

防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改める。

附則第１２条第１項中「１００分の５」の次に「（商業地等に係

る令和４年度分の固定資産税にあつては、１００分の２．５）」を

加える。

附 則

（施行期日）

第１条 この条例は、令和４年４月１日から施行する。

（固定資産税に関する経過措置）

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の広

陵町税条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和４年度以後

の年度分の固定資産税について適用し、令和３年度分までの固定

資産税については、なお従前の例による。

２ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間に取得され

た地方税法等の一部を改正する法律（令和４年法律第１号）第１

条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

附則第１５条第２項に規定する施設又は設備に対して課する固定

資産税については、なお従前の例による。
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報 告 第 ５ 号

広陵町国民健康保険税条例の一部を改正する条例

の 専 決 処 分 の 報 告 に つ い て

地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ７ ９ 条 第 １ 項

の 規 定 に よ り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 し た の で 、 同 条 第 ３ 項

の 規 定 に よ り 報 告 し 、 そ の 承 認 を 求 め る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 報 告

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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専 決 処 分 書

広 陵 町 国 民 健 康 保 険 税 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 を 地 方 自

治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 １ ７ ９ 条 第 １ 項 の 規 定 に

よ り 、 別 紙 の と お り 専 決 処 分 す る 。

令 和 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 専 決

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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広陵町国民健康保険税条例の一部を改正する条例

広陵町国民健康保険税条例（昭和４０年３月広陵町条例第５号）

の一部を次のように改正する。

第２条第２項ただし書中「６３０，０００円」を「６５０，００

０円」に改め、同条第３項ただし書中「１９０，０００円」を「２

００，０００円」に改める。

第２２条第１項中「６３０，０００円」を「６５０，０００円」

に、「１９０，０００円」を「２００，０００円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。

（適用区分）

２ この条例による改正後の広陵町国民健康保険税条例の規定は、

令和４年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和

３年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。
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報 告 第 ６ 号

令 和 ３ 年 度 広 陵 町 土 地 開 発 公 社 の 経 営 状 況 の

報 告 に つ い て

地 方 自 治 法 （ 昭 和 ２ ２ 年 法 律 第 ６ ７ 号 ） 第 ２ ４ ３ 条 の ３ 第

２ 項 の 規 定 に よ り 、 広 陵 町 土 地 開 発 公 社 の 決 算 を 別 紙 の と お

り 報 告 す る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 報 告

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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報 告 第 ７ 号

令和３年度広陵町一般会計繰越明許費繰越計算書

の 報 告 に つ い て

地 方 自 治 法 施 行 令 （ 昭 和 ２ ２ 年 政 令 第 １ ６ 号 ） 第 １ ４ ６ 条

第 ２ 項 の 規 定 に よ り 、 別 紙 の と お り 報 告 す る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 報 告

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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　　　　(単位：円）

既 収 入
特定財源 国県支出金 地 方 債 その他

1 総務管理費 本庁・総合保健福祉会館UPS整備事
業

9,800,000 9,800,000 9,800,000

3 戸籍住民基本
台帳費

社会保障・税番号制度システム整備
費

4,565,000 4,565,000 4,565,000

高圧受変電設備更新事業 7,480,000 7,480,000 7,480,000

非常用自家発電機設備改修事業 7,548,000 7,547,100 7,547,100

住民税非課税世帯等臨時特別給付金
事業

11,100,000 11,100,000 11,100,000

子育て世帯臨時特別給付事業 10,000,000 4,236,229 4,236,000 229

子育て世帯臨時特別給付事業（町単
独分）

10,000,000 600,960 600,960

4 衛生費 1 保健衛生費 新型コロナウイルスワクチン接種体
制確保事業費（追加分）

82,902,000 66,305,222 66,305,222

防災重点ため池防災減災整備事業 45,438,000 45,438,000 45,438,000

農地情報収集タブレット購入事業 320,000 320,000 320,000

2 商工費 タウンプロモーション事業委託料 1,550,000 1,041,500 1,041,500

2
道路橋りょう
費

社会資本整備総合交付金事業
　・箸尾準工業地区道路整備
　・百済中央線バイパス整備
　・百済３号線整備
　・赤部２６号線整備
　・橋りょう長寿命化修繕
　・狭あい道路整備等促進
　・南２号線整備
　・南３０号線道路整備
　・平尾疋相線整備
　・交通安全施設等（百済赤
　　部線）整備
　・通学路対策

512,708,000 454,653,767 244,377,604 188,500,000 21,776,163

沢地区清福寺池護岸整備事 30,000,000 30,000,000 30,000,000

平成緊急内水対策事業 330,000,000 329,778,500 164,889,250 148,400,000 16,489,250

西谷公園整備事業 56,000,000 54,316,200 27,158,100 24,400,000 2,758,100

大規模盛土造成地の第２スクリーニ
ング計画作成業務

2,038,000 2,037,420 1,455,300 582,120

7 消防費 1 消防費 広陵町地域防災計画改定委託業務 1,462,000 1,461,020 1,461,020

東小学校トイレ改修事業 46,387,000 46,387,000 13,325,784 33,000,000 61,216

西小学校非常用放送設備設置事業 8,774,000 8,774,000 2,953,000 5,800,000 21,000

学校保健特別対策事業（感染症対策
等の学校教育活動継続支援事業）

9,900,000 9,496,080 4,950,000 4,546,080

小中学校教員用情報機器整備事業 3,813,000 3,813,000 1,125,000 2,688,000

3 中学校費 広陵中学校トイレ改修事業 52,228,000 52,228,000 16,605,216 35,600,000 22,784

5 社会教育費 平尾公民館整備事業 86,100,000 86,100,000 64,500,000 21,600,000

1,330,113,000 1,237,478,998 608,803,476 540,000,000 88,675,522

款 項 事　　業　　名 金　  額 翌年度繰越額

左   の   財   源   内   訳

　未 収 入 特 定 財 源
一般財源

2 総務費

3 民生費

1 社会福祉費

2 児童福祉費

小学校費
中学校費

2 小学校費

5

3 河川費

4 都市計画費

令和３年度広陵町一般会計繰越明許費繰越計算書

計

農商工費

6 土木費

1 農業費

8 教育費 2
3
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報 告 第 ８ 号

令和３年度広陵町一般会計事故繰越し繰越計算書

の 報 告 に つ い て

地 方 自 治 法 施 行 令 （ 昭 和 ２ ２ 年 政 令 第 １ ６ 号 ） 第 １ ５ ０ 条

第 ３ 項 に お い て 準 用 す る 同 令 第 １ ４ ６ 条 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 、

別 紙 の と お り 報 告 す る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 報 告

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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（単位：円）

未 収 入
特 定 財 源

国県支出金

４衛生費 ２清掃費
エアカーテン
設備設置工事

5,610,000 5,610,000 5,610,000 5,610,000

新型コロナウイルス感染症
拡大の影響により、精密機
器の調達が困難となり、施
工が工期内に完了しないた
め。

5,610,000 5,610,000 5,610,000 5,610,000計

令和３年度広陵町一般会計事故繰越し繰越計算書

左の財源内訳左の内訳

款 項 事業名 既 収 入
特定財源

一般財源
説明

支出負担行
為額 支出済額 支出未済額

支出負
担行為
予定額

翌年度繰越
額
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報 告 第 ９ 号

令和３年度広陵町下水道事業会計予算繰越計算書

の 報 告 に つ い て

地 方 公 営 企 業 法 （ 昭 和 ２ ７ 年 法 律 第 ２ ９ ２ 号 ） 第 ２ ６ 条 第

３ 項 の 規 定 に よ り 、 別 紙 の と お り 報 告 す る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 報 告

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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国庫
補助金

県補助金 企業債
一般会計
繰入金

過年度分
損益勘定
留保資金

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

管渠布設
事業

117,328,900 68,242,900 49,086,000 24,543,000 0 24,500,000 0 43,000 0 0

工事に先
立ち、通
行規制に
ついて、
地元との
調整に不
測の日数
を要した
ため。

ストックマ
ネジメント
事業

52,103,000 37,103,000 15,000,000 7,500,000 0 7,500,000 0 0 0 0

汚水管修
繕につい
て地元自
治会との
臭気に対
する調整
に不測の
日数を要
したため。

流域下水
道建設負
担金

20,282,154 17,317,685 2,405,548 0 0 2,400,000 0 5,548 558,921 0

国の補正
予算によ
り県が令
和４年度
に事業を
実施

左の財源内訳

不用額

翌年度繰
越額に係
る繰越を
要するた
な卸資産
の購入限
度額

説明

1資本的
支出

1建設改
良費

令和３年度広陵町下水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

款 項 事業名 予算計上額
支払義務
発生額

翌年度
繰越額
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議 案 第 ４ １ 号

広 陵 町 文 化 芸 術 推 進 審 議 会 設 置 条 例 の 制 定 に

つ い て

広 陵 町 文 化 芸 術 推 進 審 議 会 設 置 条 例 を 別 紙 の と お り 制 定 す

る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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広陵町文化芸術推進審議会設置条例

（設置）

第１条 広陵町の文化芸術推進基本計画（以下「基本計画」とい

う。）の進捗管理及び広陵町における文化芸術の推進に係る事項

を審議するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３

８条の４第３項に規定する附属機関として、広陵町文化芸術推進

審議会（以下「審議会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 審議会は、次に掲げる事項について審議する。

(1) 基本計画の進捗管理に関すること。

(2) 基本計画の点検及び見直しに関すること。

(3) 広陵町教育・文化芸術振興基金の使途に関すること。

(4) 前３号に掲げるもののほか、町長が広陵町の文化芸術の推進

施策に関し必要と認めること。

（組織及び委員）

第３条 審議会は、委員１０人以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。

(1) 学識経験者

(2) 広陵町社会教育委員会議から推薦のあった者

(3) 文化財に関し識見を有する者

(4) 社会福祉に関し識見を有する者

(5) 幼児教育及び学校教育に関し識見を有する者

(6) 町民文化芸術活動に関し識見を有する者

(7) 町民からの公募により選考した者

(8) その他町長が適当と認める者
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（委員の任期）

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員

が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。

（会長及び副会長）

第５条 審議会に会長及び副会長を置き、会長は委員の互選により

選出し、副会長は委員のうちから会長が指名する。

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が

欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

第６条 審議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、

その議長となる。

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。

（関係者の出席等）

第７条 議長は、必要があると認めるときは、関係者に対し、必要

な資料の提出を求め、又は会議への出席を求めて意見若しくは説

明を聴くことができる。

（庶務）

第８条 審議会の庶務は、文化行政担当課において処理する。

（委任）

第９条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な

事項は、町長が定める。
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部改正）

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年１０月広陵町条例第３０号）の一部を次のように改

正する。

別表に次の１項を加える。

６７ 広陵町文化芸術推進 日額 ８，０００円
審議会の委員
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議 案 第 ４ ２ 号

広陵町防災会議条例の一部を改正することについて

広陵町防災会議条例（昭和３８年５月広陵町条例第９ 号 ） の

一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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広陵町防災会議条例の一部を改正する条例

広陵町防災会議条例（昭和３８年５月広陵町条例第９号）の一部

を次のように改正する。

第３条第５項第１号から第３号まで、第７号、第１０号及び第１

１号中「任命する」を「委嘱する」に改め、同条第６項を次のよう

に改める。

６ 前項の委員の総数は、３０人以内とする。

第４条第２項中「関係地方行政機関」を「関係指定地方行政機関」

に改め、「町長が」の次に「委嘱し、又は」を加え、同条第３項中

「ときは、」の次に「解嘱され、又は」を加える。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議 案 第 ４ ３ 号

広陵町特別職報酬等審議会条例の一部を改正する

こ と に つ い て

広 陵 町 特 別 職 報 酬 等 審 議 会 条 例 （ 昭 和 ４ ５ 年 １ ０ 月 広 陵 町

条 例 第 １ ２ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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広陵町特別職報酬等審議会条例の一部を改正する条例

広陵町特別職報酬等審議会条例（昭和４５年１０月広陵町条例第

１２号）の一部を次のように改正する。

第１条中「、町長の諮問に応じ」を削る。

第２条及び第３条を次のように改める。

（所掌事項）

第２条 審議会は、議員報酬の額並びに町長、副町長及び教育長の

給料の額その他特別職の報酬等に関する事項について、調査審議

し、町長に対し意見具申するとともに、町長から諮問があつたと

きは、当該諮問事項について答申するものとする。

（委員）

第３条 審議会は、委員５人以内をもつて組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。

(1) 学識経験のある者

(2) 町内の公共的団体等を代表する者

(3) その他町長が必要と認める者

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。

４ 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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議 案 第 ４ ４ 号

広 陵 町 国 民 健 康 保 険 税 条 例 及 び 広 陵 町 介 護 保 険

条 例 の 一 部 を 改 正 す る こ と に つ い て

広 陵 町 国 民 健 康 保 険 税 条 例 （ 昭 和 ４ ０ 年 ３ 月 広 陵 町 条 例 第

５ 号 ） 及 び 広 陵 町 介 護 保 険 条 例 （ 平 成 １ ２ 年 ３ 月 広 陵 町 条 例

第 １ ９ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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広陵町国民健康保険税条例及び広陵町介護保険条例の一部を

改正する条例

（広陵町国民健康保険税条例の一部改正）

第１条 広陵町国民健康保険税条例（昭和４０年３月広陵町条例第

５号）の一部を次のように改正する。

附則第１５項中「令和２年度分及び令和３年度分」を「令和３

年度分及び令和４年度分」に、「令和３年４月１日から令和４年

３月３１日まで」を「令和４年４月１日から令和５年３月３１日

まで」に改める。

（広陵町介護保険条例の一部改正）

第２条 広陵町介護保険条例（平成１２年３月広陵町条例第１９号）

の一部を次のように改正する。

附則第８条第１項中「令和３年４月１日から令和４年３月３１

日まで」を「令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで」に、

「令和２年度分及び令和３年度分」を「令和３年度分及び令和４

年度分」に改め、同項第２号ア中「事業収入等」を「第１号被保

険者の属する世帯の生計を主として維持する者の事業収入等」に

改め、同号イを次のように改める。

イ 第１号被保険者の属する世帯の生計を主として維持する

者の合計所得金額（地方税法第２９２条第１項第１３号に

規定する合計所得金額をいい、租税特別措置法に規定され

る長期譲渡所得又は短期譲渡所得に係る特別控除額の適用

がある場合には、当該合計所得金額から特別控除額を控除

して得た額）のうち、減少することが見込まれる事業収入

等に係る所得以外の前年の所得の合計額が４００万円以下

であること。
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附 則

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の広陵

町国民健康保険税条例及び広陵町介護保険条例の規定は、令和４年

４月１日から適用する。
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議 案 第 ４ ５ 号

広 陵 町 手 数 料 徴 収 条 例 の 一 部 を 改 正 す る こ と に

つ い て

広 陵 町 手 数 料 徴 収 条 例 （ 平 成 １ ２ 年 ３ 月 広 陵 町 条 例 第 １ ６

号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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広陵町手数料徴収条例の一部を改正する条例

広陵町手数料徴収条例（平成１２年３月広陵町条例第１６号）の

一部を次のように改正する。

第２条第１３号中「登録手数料」を「登録（動物の愛護及び管理

に関する法律（昭和４８年法律第１０５号）第３９条の７第２項の

規定が適用される場合を除く。）に係る手数料」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の広陵

町手数料徴収条例の規定は、令和４年６月１日から適用する。
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議 案 第 ４ ６ 号

広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方

検 討 委 員 会 設 置 条 例 の 廃 止 に つ い て

広 陵 町 の 公 民 館 建 替 及 び 文 化 芸 術 の 振 興 の あ り 方 検 討 委 員

会 設 置 条 例 （ 令 和 元 年 １ ２ 月 広 陵 町 条 例 第 ２ ０ 号 ） を 別 紙 の

と お り 廃 止 す る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会

設置条例を廃止する条例

広陵町の公民館建替及び文化芸術の振興のあり方検討委員会設置

条例（令和元年１２月広陵町条例第２０号）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部改正）

２ 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年１０月広陵町条例第３０号）の一部を次のように改

正する。

別表中６１の項を削り、６２の項を６１の項とし、６３の項か

ら６７の項までを１項ずつ繰り上げる。
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議 案 第 ４ ７ 号

令 和 ４ 年 度 広 陵 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ）

令 和 ４ 年 度 広 陵 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ） は 、 次 に 定

め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 既 定 の 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ２

６ ， １ ５ ５ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出

そ れ ぞ れ １ ３ ， ４ ７ ３ ， ５ ５ １ 千 円 と す る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金

額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、「 第 １ 表 歳 入

歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

１　　特   別   職

（単位  千円）

区　　分
職員数 給　　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計 備考
（人）

9,281 9,224 43,681 4,718 48,399

報　　酬 給　料 期末手当 その他 計

25,176

68,530 15,688 84,218

その他 756 28,961 4,410

議　員 14 50,112 18,418

33,371 33,371

計 773 79,073 25,176 27,699 13,634 145,582 20,406 165,988

補
正
前

長　等 3 25,176 9,281

補
正
後

長　等 3

9,224 43,681 4,718 48,399

議　員 14 50,112 18,418 68,530 15,688 84,218

その他 756 28,961 4,410 33,371 33,371

計 773 79,073 25,176 27,699 13,634 145,582 20,406 165,988

比
較

長　等

議　員

その他

２　　一   般   職

（１）総　括 （単位  千円）

区　　分
職員数
　（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

計

補　正　後 537 363,470 883,636 682,842 1,929,948 302,504 2,232,452

補　正　前 537 363,470 883,636 682,342 1,929,448 302,504 2,231,952

比　　　較 500 500 500

（単位  千円）

職員手当の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当

補 正 前 18,540 56,105 235,602 136,940 26,940

補 正 後 18,540 56,105 235,602 136,940 26,940

補 正 後 22,189 14,321 36 172,169

区　　分 時間外勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当 その他の手当

比    較

比    較 500

補 正 前 21,689 14,321 36 172,169
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

244,843 1,676,254

（単位  千円）

区　　分
職員数
　（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

補　正　後 258 824,210 607,201 1,431,411

補　正　前 258 824,210 606,701 1,430,911 244,843 1,675,754

比　　　較 500 500 500

（単位  千円）

職員手当の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当

補 正 前 18,540 52,536 177,043 136,940 26,940

補 正 後 18,540 52,536 177,043 136,940 26,940

補 正 後 20,413 13,207 36 161,546

区　　分 時間外勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当 その他の手当

比    較

比    較 500

補 正 前 19,913 13,207 36 161,546

　イ　会計年度任用職員 （単位  千円）

区　　分
職員数
　（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

補　正　後 279 363,470 59,426 75,641 498,537 57,661 556,198

補　正　前 279 363,470 59,426 75,641 498,537 57,661 556,198

比　　　較

（単位  千円）

職員手当の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当

補 正 後 3,569 58,559

補 正 前 3,569 58,559

区　　分 時間外勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当 その他の手当

比    較

補 正 前 1,776 1,114 10,623

補 正 後 1,776 1,114 10,623

比    較
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

（単位  千円）

区　　分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説          明 備       考

報　　酬

制度改正に
伴う増減分

その他の
増減分

給　　料

給与改定に
伴う増減分

その他の
増減分

その他の
増減分

500
低所得の子育て世帯に対する子育
て世帯生活支援特別給付金給付事
業対応による増

（３）給料及び職員手当の状況

職員手当 500

給与改定に
伴う増減分

ア　職員一人当たり給与

　　　　　　　区　　　　　　　　　　　　　分　　　　　　　　
一般事務
・技術職

技能労務職 特定任期付職員

令和４年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 280,200 264,300 －

平　均　年　齢　　（歳）

平 均 給 与 月 額 （円） 323,279 297,258 －

平　均　年　齢　　（歳） 39 59 －

高　　　校　　　卒 150,600 150,600

短　　　学　　　卒 163,100 163,100

39 58 －

イ　初任給
（円）

区　　　　　　　　分 一　般　事　務　・　技　術　職
国　　　の　　　制　　　度

一　　　　　般　　　　　職

令和３年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 280,019 262,200 －

平 均 給 与 月 額 （円） 323,306 278,932 －

大　　　学　　　卒 182,200 182,200
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（一般事務・技術職　　級別の標準的な職務内容　再任用職員以外の職員）

１級 合計

ウ　級別職員数

区             分
一     般　　事　　務　　・　　技　　術　　職

級 ７級 ６級 ５級

令和４年４月１日現在
職員数（人） 7 24 24 38

４級 ３級 ２級

60 48 54 255

構成比（％） 2.7 9.4 9.4 14.9

24 53 53 60 247

23.6 18.8 21.2 100

合計

21.5 24.3 100

区             分
技　　　　　能　　　　　労　　　　　務　　　　　職

級 ４級 ３級 ２級

構成比（％） 2.4 10.1 10.5 9.7 21.5
令和３年４月１日現在

職員数（人） 6 25 26

令和４年４月１日現在
職員数（人） 2

１級

2

構成比（％） 100

2

100

合計

100

区             分
特　　　定　　　任　　　期　　　付　　　職　　　員

級 ５号 ４号 ３号

構成比（％） 100
令和３年４月１日現在

職員数（人） 2

令和４年４月１日現在
職員数（人）

２号 １号

構成比（％）

７　　　　　級 理事及び部長の職務

６　　　　　級 部次長、課長、館長、所長、認定こども園長及び主幹の職務

５　　　　　級
課長補佐、室長、参事、認定こども園副園長、幼稚園長、保育園長、上席主任教
諭及び上席主任保育士の職務

区　　　　　分 一　　　般　　　事　　　務　　　・　　　技　　　術　　　職

構成比（％）
令和３年４月１日現在

職員数（人）

１　　　　　級 主事補若しくは技師補又は定型的な業務を行う職務

４　　　　　級 係長、主幹保育教諭、主任教諭及び主任保育士の職務

３　　　　　級 主任若しくは主任技師又は相当困難な業務を行う職務

２　　　　　級 主事若しくは技師又は高度の知識若しくは経験を必要とする業務を行う職務
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（一般事務・技術職　　級別の標準的な職務内容　再任用職員）

（技能労務職　　級別の標準的な職務内容　再任用職員以外の職員）

（技能労務職　　級別の標準的な職務内容　再任用職員）

（特定任期付職員　　号別の標準的な職務内容）

区　　　　　分 一　　　般　　　事　　　務　　　・　　　技　　　術　　　職

７　　　　　級 理事及び部長に相当する職務

３　　　　　級 相当困難な業務を行う職務

２　　　　　級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

１　　　　　級 定型的な業務を行う職務

６　　　　　級 部次長、課長、館長、所長、認定こども園長及び主幹に相当する職務

５　　　　　級
課長補佐、室長、参事、認定こども園副園長、幼稚園長、保育園長、上席主任教
諭及び上席主任保育士に相当する職務

４　　　　　級 係長、主幹保育教諭、主任教諭及び主任保育士に相当する職務

２　　　　　級 知識経験を必要とする業務を行う業務員の職務

１　　　　　級 単純な業務を行う業務員の職務

区　　　　　分 技　　　能　　　労　　　務　　　職

区　　　　　分 技　　　能　　　労　　　務　　　職

４　　　　　級 相当困難な業務を行う業務員の職務

３　　　　　級 困難な業務を行う業務員の職務

１　　　　　級 単純な業務を行う業務員の職務

区　　　　　分 特　　　定　　　任　　　期　　　付　　　職　　　員

５　　　　　号
特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な業
務で重要なものに従事する場合

４　　　　　級 相当困難な業務を行う業務員の職務

３　　　　　級 困難な業務を行う業務員の職務

２　　　　　級 知識経験を必要とする業務を行う業務員の職務

１　　　　　号
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して業務に従事する場
合

４　　　　　号
特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な業
務に従事する場合

３　　　　　号
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な業務に
従事する場合

２　　　　　号
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して困難な業務に従事
する場合
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エ　昇給

カ　定年退職に係る退職手当

キ　地域手当

区     　　　　　　　分 合　　　　計
代 表 的 な 職 種

一般職 技能労務職

補
　
　
　
　
正
　
　
　
　
後

職　　員　　数　（Ａ）　（人） 258 256 2

昇給に係る職員数（Ｂ）　（人） 223 221 2

３号給（人）

比　率　（Ｂ）／（Ａ）　（％） 86.4 86.3 100.0

号給数別内訳

１号給（人） 1 1

２号給（人） 20 18 2

５号給以上（人）

28 28

４号給（人） 174 174

補
　
　
　
　
正
　
　
　
　
前

職　　員　　数　（Ａ）　（人） 258 256 2

昇給に係る職員数（Ｂ）　（人） 223 221 2

３号給（人）

比　率　（Ｂ）／（Ａ）　（％） 86.4 86.3 100.0

号給数別内訳

１号給（人） 1 1

２号給（人） 20 18 2

５号給（人）

28 28

４号給（人） 174 174

補 正 後 2.15 2.15 4.3 有

オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計
（月　分）

職制上の段階、職務の級
等による加算措置

備　考
６月(月分) １２月(月分)

国の制度 2.15 2.15 4.3 有

補 正 前 2.15 2.15 4.3 有

支 給 率 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

区　　分
20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

備考
その他の加算
措置等

支 給 率 （ ％ ） 6 20

支 給 対 象 職 員 数 （人） 257 1

区　　　　　　　　　　　　分 全職員

支 給 対 象 地 域 町内全域 東京都の特別区の区域

国の制度
（支給率）

24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

国の指定基準に基づく支給率
（ ％ ）

6 20
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ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

給料総額に対する比率（％） 0.002 0.002 －

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
( 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 )

1.163 1.163 －

区　　　　分 全　　職　　種
代　表　的　な　職　種

一般職 技能労務職

住　　　居　　　手　　　当 同

通　　　勤　　　手　　　当 同

代表的な特殊勤務手当の名称
防疫作業従事手当
行旅病人又は行旅死亡人収容護送作業従事手当
犬、猫等死体処理従事手当

区　　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 　異 　の 　内 　容

扶　　　養　　　手　　　当 同
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議 案 第 ４ ８ 号

広 瀬 川 調 整 池 整 備 工 事 （ １ 工 区 ） に 係 る

請 負 契 約 の 締 結 に つ い て

次 の と お り 契 約 を 締 結 し た い の で 、 議 会 の 議 決 に 付 す べ き

契 約 及 び 財 産 の 取 得 又 は 処 分 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 ３ ９ 年 ３ 月

広 陵 町 条 例 第 ４ 号 ） 第 ２ 条 の 規 定 に よ り 、 議 会 の 議 決 を 求 め

る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由

記

１ 契 約 の 目 的 広瀬川調整池整備工事（１工区）に係る請負契約

２ 契 約 の 方 法 一般競争入札

３ 契 約 の 金 額 １２９，１２７，９００円

４ 契約の相手方 奈良県北葛城郡広陵町大字疋相１２番地１

野村・堀口特定建設工事共同企業体

代表者 株式会社野村建設

代表取締役 野村 三嗣

構成員 堀口重機建設株式会社

代表取締役 堀口 清

５ 契 約 期 間 議決の日から令和５年３月２４日まで
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議 案 第 ４ ９ 号

古 寺 川 調 整 池 整 備 工 事 （ １ 工 区 ） に 係 る

請 負 契 約 の 締 結 に つ い て

次 の と お り 契 約 を 締 結 し た い の で 、 議 会 の 議 決 に 付 す べ き

契 約 及 び 財 産 の 取 得 又 は 処 分 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 ３ ９ 年 ３ 月

広 陵 町 条 例 第 ４ 号 ） 第 ２ 条 の 規 定 に よ り 、 議 会 の 議 決 を 求 め

る 。

令 和 ４ 年 ６ 月 ８ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由

記

１ 契 約 の 目 的 古寺川調整池整備工事（１工区）に係る請負契約

２ 契 約 の 方 法 一般競争入札

３ 契 約 の 金 額 １３４，７６７，６００円

４ 契約の相手方 奈良県北葛城郡広陵町馬見南６丁目１番１８－４０１号

大斗・笹井特定建設工事共同企業体

代表者 大斗興産株式会社

代表取締役 吉川 卓伸

構成員 株式会社笹井コーポレーション

代表取締役 笹井 良浩

５ 契 約 期 間 議決の日から令和５年３月２４日まで
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議 案 第 ５０ 号

広陵町の文化芸術推進基本計画を定めることについて

別紙のとおり広陵町の文化芸術推進基本計画を定めることに

ついて 、広陵町議会基本条例（平成２７年３月広陵町条例第２

４号）第１０条の規定により、議会の議決を求める。

令和４年６月８日提出

広陵町長 山 村 吉 由
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